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■現行「建築物環境計画書制度」（環境確保条例）の概要 

■ 制度フロー 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概 要 の 公 表 
(ホームページ、閲覧）

提 出 

15日以上前 

15日以内 

配慮義務 

提 出 

提 出 

 
 

計 

 
 

画 

 

完 
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特 定 建 築 主 

床面積が1万㎡を超える新築・増築建築物
 

年間200件程度が対象 

東 京 都（ 知 事 ） 

建築物環境計画書の作成 

<内容> 
・建築物の概要 
・環境配慮の取組 
・環境配慮の取組の評価 など 

 

30日以上前 

建築物環境計画書の変更届出 

 

変更の工事着手 

工  事  完  了 

工 事 完 了 の 届 出 

<内容> 
・環境配慮の取組結果 
・環境配慮の取組結果の評価など 

 

建築物環境配慮指針の策定 
（平成14年3月28日告示）

<内容> 
・環境配慮事項 

エネルギーの使用の合理化、
資源の適正利用、自然環境の
保全 

 ・環境配慮の取組の評価方法及
び評価基準 など 

概 要 の 公 表 
(ホームページ、閲覧）

概 要 の 公 表 
(ホームページ、閲覧）

建築確認等の申請 
 

特徴 ●建築主の自主的な取組を促す制度 
●計画書等を公表することにより、広く建築物の環境配慮の状況を明らかにする制度
●優れた環境配慮の取組を行った場合には、そのレベルが示される制度 

工

事

施 

工 
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■ 環境配慮事項 
 

 
※   は任意記載項目 

分    野 区          分 

エネルギーの 

使用の合理化 

○建築物の熱負荷の低減 

○自然エネルギー利用 

○省エネルギーシステム 

 

○地域省エネルギー 

・屋根・外壁の断熱、窓部の日射遮蔽・断熱等 

・自然通風や採光、太陽光発電等 

・空調・換気・照明・給湯・昇降機における省エネルギー・

最適運用システム(BEMS等) 

・地域冷暖房等 

資源の適正利用 ○エコマテリアル 

○オゾン層保護等 

○長寿命化等 

○水循環 

・再生骨材・リサイクル鋼材・その他の使用 

・断熱材用発泡剤、空調用冷媒 

・構造躯体の劣化対策、改変の自由度の確保等 

・雑用水利用 

自然環境の保全 ○水循環 

○緑化 

 

○外部熱環境の改善 

・雨水浸透 

・敷地・屋上等への緑化、動植物の生息・生育環境への 

配慮 

・地上部及び建築物の被覆への配慮 


